





























































果をもたらした。そしてその方針を支える具体的方策 ひ つが、兵役法立案時からその存在を当然視されていた、青訓などでの青年訓練であったと考えることができる。青訓につ て 兵役法の解説書においては「青年の心身を鍛練 国民の資質を向上せしむるを目的とする教育施設
」（９）
とあるが、兵役法下、青訓は一体どのような










































































に関わる届出及び手続きは兵役法公布以前 話としている点である。確か 、筆者も兵役法の全文に目を通した限り、いわゆる「十七歳連名簿」の作成に関する記述は見つけることができなかった。 は、その年齢層の人員把握は 以降どのようにされていた であろうか。あるいは、 自体なされなくな てしまったの あろうか。しかし、もし人員把握がされ くなったとすれば、前章で見てきた兵役法へ 改正、つまり軍事と民衆の接触面を り広くしいくとい 体制下の流れとは逆行してしまう るのではな か。　
そこで筆者は、右記の人員把握の役割の一端を担ったのが青訓な









。新村の青訓適齢簿の項目は、 「氏名」 ・ 「生年月日」 ・ 「原
籍」 ・ 「現居住所」 ・ 「職業」 ・ 「保護者氏名」 ・ 「保護者住所」 ・ 「 〔保護者と〕青年トノ関係」 ・ 「青訓入所年月日」 ・ 「青訓修了年月日」 ・ 「徴兵適齢期」 ・ 「青訓入所前ノ経歴（学歴） 」 ・ 「青訓中途退所「青訓退所理由」 ・ 「 〔不入所の場合〕入所スベキ年月日」 ・ 「不入所理由」から構成されており、次年度に青訓に入所予定の該当者を把握するための帳簿である。さらに、新村の青訓適齢簿の場合、 「入所前ノ経歴（学歴） 」の欄など見ると、中等学校在籍者（中等学校での学校教練があるため、本来青訓 は通わなくてよい）も られ、青訓該当者以外も含めて把握しようとし いることが確認できる。後にも述べるが、つまり新村の青訓適齢簿は 次年度 に入所予定の該当者を把握するためのもの 同時 地域の一六歳の青年男子の人口を網羅的に拾い上げたも に ると言える
のではないか。　
また、 「十七歳連名簿」から青訓適齢簿への変化を見る場合、そ






































































市に於ける青年訓練所の入所者該当者の調査と云ふものは、非常に困難」であり、都市においては青年の流動が多くその把握は困難を極めるという現状に対し、各市で 対応 事例 紹介さ る。　
例えば神戸市では、指導員自らまたは生徒を使い市内の各戸 つ
























このような状況において、青訓適齢簿を基本台帳として、適齢者の把握及び の勧誘等が行われていたことは想像に難くない。ただし、満州事変の前と後など、青訓創設後青年学校に統合されるまでの九年間を、より段階的 見ていく必要がある 指摘しておきたい。　
以上、本章においては、青訓が創設されたことにより、届出に基














うに、中等学校への進学者も含めた内容となってい 。つまり、青訓入所者に該当するか否かにかかわらず、恐らく新村におけ 一六歳男子を網羅的に把握 もの なると思われる。ここでは、①については史料上そのような性格を持つもの して考える。②は「出
青年訓練所における人員把握と適齢者の動向
五三
席簿」ということで、青訓入所者の氏名とその出席状況が記されている。この史料は、①とつき合わせることで、①で把握されていた適齢者がその後実際青訓にどれだけ したのかを明らかにすることが可能となるも である。本来新村の青訓における「青年訓練所名簿」 あればよい だが、それが見当たらないため、②の「出席簿」によってその情報を補うことにする。なお、各入所者がど ような出席状況であったかと うことも把握できるが 今回はその分析にまでは踏み込まないことにする。また③は、入所したものの中途退所した者を抽出しており（ただし、中には満期の者も混じっている） 、退所年次や退所理由 どがこの史料から読み取れる。さらに④の「異動調」については、項目が「適齢者氏名 ・ 「戸主トノ関係」 ・ 「父母在否 ・ 「兄弟」 ・ 「学歴」 ・ 「入所セザル理由」となっており、特に「入所セザル理由」の欄でその後の動向が確認でき、また青訓に入所した者については同欄に 入所 と朱書き あ なお欄外には、年度 よってはその年度の甲種合格者の一覧も記載されている。　
以上、①を軸にして「氏名」 「職業」 「学歴」などの基礎情報を整








































1926年度〔第3学年〕 3 1 2 1 12（5） 4（1） 6 23
1926年度〔第2学年〕 1 1 3（3） 10（3） 3 3 6 21
1926年度〔第1学年〕 3 1 3 5（5） 3（1） 12（5） 6 2 11 35
1927年度 4 3 1 1（1） 1（1） 2（2） 18（9） 1 5 13 36
1928年度 6 3（1） 2（1） 1（1） 2（2） 10（5） 4（1） 11 28
1929年度 7 1 3 1（1） 5（5） 11（1） 2 5（2） 9 35
1930年度 7 2 1 2（2） 2（2） 2 19（4） 3 8 38
1931年度 6（1） 1 1 4（3） 1（1） 22（5） 1 1 10 37
1932年度 8 5 3（2） 17（4） 1 3（1） 7 37
1933年度 4 2（1） 3 2（2） 4（4） 8（2） 1 4 9 28































い定着していたのかが不明であるということが挙げられる。参照した県令などの記述を見れば、作成されて た は十分に考えられるが、それがそ 後どのように機能していたのかは、今回参照した地域以外では不明である。今後の史料調査も含め、この点の解明ついては課題としたい。　
また第三章では、 「青年訓練適齢簿」をはじめとして、青訓が創















































































































































訓練出席簿」 （一九二六年～一九三一 、一九三二年～一九三三年の二冊がある） 、③同「青年訓練名簿
 中途退所ノ部」 （一九三五年ヵ） 、④同「適
齢者所在地異動調」 （一九三五年ヵ） 。ともに松本市旧開智学校所蔵。
（
35） 『松本市史
 第四巻旧市町村編』 （松本市編、一九九四年）三七七～五〇六
頁。特に「昭和十一年五月
 村勢一覧」 （同書四八五～四九二頁）を参照。
（
36）
一九三〇年代前半における尋常小学校卒業者の不進学率は、およそ一〇％
台後半というデータ （三羽光彦『高等小学校制度史研究』法律文化社、一九九三年、二八三頁参照 。
（
37） 『新村誌』 （松本市新村誌編集執筆委員会編、二〇一〇年）二〇九頁。
（
38）
例えば職業別の入所率の違いについては、長野県社会課「青年訓練所生
徒職業別入所状況調
 昭
和
八
年
九
月
末
日
現
在
」（『
長
野
県
報
』
第
七
三
一
号、
一九三四年三月）によれば、農業関係者の入所率は 郡部で約八〇％・市部で約六五％。一方農業以外の者の入所率は、郡部で約四六％・市部で約三〇％とある。
